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三宅隆介詳しい内容はYou Tubeでも！

選定にあたり、明確な設置基準はないものの、神奈川県におい
ては、国が示す考え方を踏まえ、県アレルギー疾患対策推進計画
に基づき、２つの県拠点病院を選定するとともに、県拠点病院等と
連携し、人材育成や診療、情報提供等の役割を担う医療機関とし
て県内の４つの大学病院のほか、32の専門医療機関を指定して
いるところでございます。

答弁 健康福祉局長

答弁 健康福祉局長
国の考え方に示された診療連携体制の構築を基本としつつ、県

の動向を見ながら、併せて現在アレルギー疾患に関するアンケー
ト調査を患者の方や市内医療機関等を対象に実施しているので、
その結果などを踏まえて聖マリアンナ医科大学病院を含めた関係
者と協議しながら検討してまいりたい。

現実的に考えて、川崎市の北部医療圏においては、市立多
摩病院を運営する聖マリアンナ医科大学病院内に拠点病院
を構築するよりほか選択の余地はありません。本市は、アレル
ギー疾患対策基本法に基づき、ぜん息を含めたアレルギー疾
患対策のために医療の均てん化に力を入れなければなりま
せん。
本市は昨年、ぜん息医療費助成制度を廃止しています。こ

れにより、年間４億円ぐらいの新たな財源が生まれます。アレ
ルギー疾患対策を強化するため、カネのかからぬソフト面の
整備だけでなく、しっかりとハード面での整備も進めるよう福
田市長に要望しました。

・三宅の視点・隆介の発想・

まず、アレルギー疾患の拠点病院の設置基準について伺う。

質問 三宅隆介

答弁によると、県が計画するアレルギー疾患対策において重要
な役割を果たす４大学病院の中に「聖マリアンナ医科大学病院」
が指定されているようだが、であるのなら、本市医療圏内にも拠点
病院と同等の機能を持った医療機関を確保するため、聖マリアン
ナ医科大学病院のアレルギー疾患医療の機能をハード面、ソフト
面の両面で強化することを検討すべきでは？

質問 三宅隆介

アレルギー疾患の
拠点病院を

アレルギー疾患の
拠点病院を

現在、我が国では、国民の二人にひとりが、アレル
ギー疾患に苦しんでいます。
同じ政令指定都市であるお隣の横浜市には「横
浜市立みなと赤十字病院」、「県立こども医療セン
ター」の２か所にアレルギー疾患の拠点病院が整備
されていますが、残念ながら本市には拠点病院は一
つも整備されていません。
本来、市内に南部と北部の２つの医療圏を抱える

川崎市としても、例えば北部医療圏では市立多摩病
院、南部医療圏では市立川崎病院というように、そ
れぞれの医療圏に１か所ずつアレルギー疾患の拠
点病院を整備することが望ましいと考えます。
令和６年３月７日に開催された「予算審査特別委

員会」において、アレルギー疾患の拠点病院整備に
ついて質疑を行いました。
以下、議事要約を記載します。
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みなさまのご意見をお聞かせください

先般、川崎市が改定した『川崎市多文化共生社会
推進指針』のなかに、なんと「地方参政権の実現につ
いては、他の自治体と連携しながら国に働きかける
ことを検討します」という文言が盛り込まれていま
す。すなわち、川崎市は行政として外国人地方参政
権の実現をめざす方向性を示したわけです。所管局
の局長も「外国人への地方参政権の付与は望ましい
ものと考えている」と堂々と議会で答弁しています。
私は、外国人への参政権付与に強く反対するもの

です。

そこで、市の答弁を受け、私は外国人への参政権
付与に反対する立場から、同指針からこの文言を削
除することを求める決議案を他の無所属議員の皆さ
んとともに議会に提出しました。（令和6年3月18日）
残念ながら、自民党議員（16名）、日本維新の会

（4名）、合計20名の市議が退席し、決議案は否決さ
れてしまいました。（公明、立憲、共産が反対）
「保守」を名乗る政党がこの有り様です。
川崎市議会には無所属議員の一部にしか保守は

いません。

外国人地方参政権を推進する人たちは、「代表無くして課税な
し」という言葉を根拠に、「外国人も住民として税金を払っている
のだから、参政権ぐらい付与してもいいのではないか…」などと主
張します。
しかし残念ながら、これは外国人に参政権を付与する根拠には
なりません。
もともとこの言葉は、米国独立戦争の際に用いられたスローガ

ンです。英国の植民地だった米国が税を課せられていながら自ら
が選出した代議士を英国議会へ送ることが許されなかったことに
由来しています。ゆえに独立戦争の際、英国が行った不法行為の
一つとして挙げられました。すなわち、当時の米国民は英国の国民
（植民地としての国民）であることを前提に、国民としての権利を
主張したのであって、外国人に参政権を付与せよ、という主張とは
まったく関係がありません。
因みに、1910年に我が国は韓国を併合しましたが、このとき日
本政府は朝鮮人に対して「選挙権」と「被選挙権」を付与していま
す。当時の大日本帝国が外地人（朝鮮人）をも国民として認めたか
らこそ、彼ら彼女らにも国民としての義務が生じたのです。つまり、
あくまでも参政権は国民固有の権利なのです。
少なくとも、参政権は納税の対価ではありません。政府が納税
義務を課しているのは、貨幣租税論など他に理由があります。

参政権は国民固有の権利
また、推進派は「地方自治体は行政サービス機関であり、国にお
いて定められた法律の範囲内において自治的にサービス業務をし
ているに過ぎないのだから、地方自治体の選挙権ぐらい外国人に
付与してもいいのでは…」とも言う。
この種の人たちは、地方自治体という名称から「自治機関」だと
思い込んでいるようですが、自治体は国とは別に独立して行政事
務を執行しているのではありません。最高裁判決にもあるように、
地方自治体は「我が国の統治機構の不可欠の要素を成すもの」
で、すなわち国家統治の一部です。それに、地方自治体の首長や議
員の仕事は、決して福祉や街づくりなどの公共サービスを提供し
ているだけではなく、国民の権利義務を規制する「公権力の行使」
も当然のことながら含まれています。
つまり、外国人に参政権を付与することは、例え地方自治体で
あっても国民ではない外国人が「公の意思決定」や「公権力の行
使」に関与することになりますので、憲法で保障されている「国民
主権の原則」が侵されることになります。そもそも我が国の憲法第
15条には、参政権は国民固有の権利であることがうたわれ、過去
の最高裁判決においても、外国人参政権は国においても地方にお
いても違憲と判断されてきた経過があります。
何度でも言おう。川崎市議会議員としての私は、日本国民たる

川崎市民の代表です。

憲法も認める「国民主権の原則」

ことし（令和6年）３月11日の文教委員会での私の議会質問に
対し、所管局長の中村茂局長は「これからの日本社会の在り方を
考えていく上では、様々な立場の人たちが社会に参加できること
が必要ですので、その一つの制度として地方参政権があることが
本市としては望ましいと思っている」と答弁しました。
様々な立場の人たちが社会に参加できることの必要性について

は理解しますが、そもそも社会参加と政治参加は全く異なる概念
のはずです。なぜ社会参加のために参政権が必要なのかという根
拠を福田市政は示していません。

社会参加と政治参加は異なる

また、中村茂局長は「多文化共生の行政は議会を含めた市民の
総意として進めてきた」とも答弁しました。
行政に携わる者が「総意」という言葉を軽々に使用するのは極

めて危険なことです。少なくとも本市議会には、私のように外国
人地方参政権について反対している議員がおりますので、市民
文化局長の発言は、それらの議員を支持している市民、あるいは
投票に行かなかった市民は川崎市民ではないと言っているにも
等しい。
このことは、自己に賛同しない市民とその意思を、一顧だにしな
いという極めて横暴な認識と言うも過言ではありません。

多数意見を総意とするのは全体主義

「全体主義」行政から社会を保守します

三宅隆介が外国籍住民への
参政権付与に反対する理由 !

川崎市が進める「多文化共生」は全体主義！

外国籍住民への参政権付与を
望ましいものとする福田市政 !
外国籍住民への参政権付与を
望ましいものとする福田市政 !
自称保守の自民と維新は退席 /川崎市議会には保守不在！

保守の逆
襲!

保守の逆
襲!

市民の総意とはそもそも何なのか、今こそ、かのルソーがなぜ社
会契約論で国民の意志を全体意志と一般意志とに分けて論じた
かを想起すべきです。それは、単なる多数意志のみが権力の根拠
となるならば、それは全体主義、恐怖政治をもたらしてしまうから
です。単なる意志というだけでは、私的欲望の集積にすぎません。
そのような欲望の多数をルソーは全体意志と呼びました。これに
対し、天地の公道に基づき公共善を目指す営みの中から形成され
てくる意志、それを一般意志と呼び、これこそ市民の総意と見なさ
れるべきものでなければならない。
なぜなら、私欲の集積としての多数意見、折々の熱狂に使嗾さ
れただけの多数意見、つまり、全体意志を市民の総意として行政
を進める行為は、まさしく全体主義への道だからです。ヒトラーも
スターリンも毛沢東も金日成も全て人民の意志を名として強権を
振るったという歴史的事実を、局長という重職にありながら理解
されていないことは誠に残念です。中村茂局長の答弁により、この
ような総意認識の下でいわゆる多文化共生行政が進められてき
たことが白日の下に晒されました。実に恐るべき事態であり、本行
政は根本的な再検討がなされなければならず、私は市議会議員と
して看過するわけにはいきません。

川崎市が進める「総意行政」の危険

しそう

さら


